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１．はじめに ２．部分均衡モデルの構築 

  

（１）基本的な考え方 四面を海に囲まれた我が国において、海上輸送

は国際貿易の主要な手段であり、それを支える港湾

は、我が国の生命線ともいえる。近年、国際貿易が

一層進展するとともに、国際海運市場における近隣

のアジア諸国との競争が激しくなっており、着実な

港湾整備がますます要請されるようになっている。 

本研究では，分析対象としてコンテナ市場のみ

1を考え、港湾整備により発生する便益を余剰分

析により計測するための部分均衡モデルを構築

する。本研究では、「日本における港湾整備が、

長距離航路の形成、大型船の寄港などを通じて

日本発着の航路における輸送コストを削減させ、

それがコンテナ輸送運賃の低下を引き起こし、

荷主に利用者便益を発生させる」と想定し、港

湾整備を行った場合（with ケース）と行わなか
った場合（without ケース）の消費者余剰の差を
利用者便益として計測する（図－１）。 

そこで本研究では、まず我が国の港湾整備の経

済効果を計測可能な部分均衡モデルを構築し、日本

発着の長距離コンテナ航路（北米太平洋岸航路、北

米東岸航路、欧州航路）を対象としてモデル推定を

行う。さらに，推定したモデルを用いて、これまで

の港湾整備政策の有効性等について評価するととも

に、将来の港湾整備シナリオに基づくシミュレーシ

ョンを行い、今後の港湾整備の効率性について検討

する。さらに簡易な国際 SCGE モデルを構築し、

上記の部分均衡モデルにより計測された利用者便益

の帰着分解を行い、国際的な波及効果も含めた検討

を行う。 

分析対象航路は、近年日本で進展しつつある大

水深バースの整備が大きな影響を与えると考え

られる長距離航路（①日本－北米太平洋岸航路

（輸入、輸出）、②日本－北米東岸航路（輸入、

輸出）、③日本－欧州航路（輸入、輸出）の３

航路）とする。なお、長距離コンテナ輸送市場

は競争的な市場と考えられるため、ここでは完

全競争市場を仮定した分析を行う。 
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ているため、非コンテナ船で輸送する荷主の利用者便

益が含まれていない。この意味において、便益は過小

に計測される。  



（２）モデルの定式化および使用データ 表－1 データの概要と出典 

 本モデルにおいては、国際海上コンテナ輸送市場

における需要曲線及び供給曲線を以下の説明変数を

用いて表現した。関数形は、航路別、輸出入別に対

数線形型で仮定した。 
 

【輸入航路】 

需要関数：（コンテナ輸送量）＝ｆ（コンテナ運賃、

日本のＧＤＰ、為替レート） 

供給関数：（コンテナ運賃）＝ｇ（コンテナ輸送量、

日本の港湾ストック、日本のＧＤＰ伸び率、

プラザ合意に関するダミー変数） 

【輸出航路】 

需要関数：（コンテナ輸送量）＝ｆ（コンテナ運賃、

輸出相手国のＧＤＰ、為替レート） 

供給関数：（コンテナ運賃）＝ｇ（コンテナ輸送量、

日本の港湾ストック、輸出相手国のＧＤＰ

伸び率、プラザ合意に関するダミー変数） 

 

注１）コンテナ輸送量及びコンテナ運賃は内生変数。為替レー

ト、日本の港湾ストック、日本のＧＤＰ伸び率、相手国

のＧＤＰ伸び率、プラザ合意に関するダミー変数は外生

変数。 
注２）ＧＤＰ伸び率は、荷主の運賃交渉力を表す代理指標であ

る。 
注３）プラザ合意に関するダミー変数は、プラザ合意以降の円

高により日本の船社が受けた影響（構造改革によるコス

ト縮減等）を表している。 
 

また、モデル推定に用いたデータは表－１の通り

である。ここで、コンテナ運賃については直接実勢

のデータを得ることが困難であるため、日本の船社

の航路別コンテナ運賃収入をコンテナ輸送量データ

で除することにより作成した。 
 
（３）パラメータの推定結果および現況再現性 
航路別、輸出入別にそれぞれ需要関数と供給関数

のパラメータを 2SLS（2 段階最小二乗法）により
推定した結果を表－２に示す。一部 t 値が低いパラ
メータが見られるが、各関数の自由度修正済決定係

数は概ね良好な値を示しており、各航路とも設定し

た説明変数で概ね妥当に説明できたと考えられる。

なお、ここでは系列相関を取り除くために一部にラ

グ変数を導入した回帰分析を行っている。 
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米国：円・ドル相場を各

国の GDPデフレータで実
質化したもの 
欧州：代表として円・マ

ルク相場を各国の GDPデ
フレータで実質化したも

の 

International 
Financial Statistics 
(International 
Monetary Fund) 

米国 GDP

米国の実質 GDP（1996年
価格） 

National Income 
and Production 
Accounts Tables 
(U.S.Department of 
Commerce, Bureau 
of Economic 
Analysis) 

欧州 GDP

代表として独国の実質

GDP(1995年価格) 
International 
Financial Statistics 
(International 
Monetary Fund) 

日本 GDP
日本の実質 GDP（68SNA
基準、1990年価格） 

国民経済計算（内

閣府） 
日本港湾

ストック

実質港湾ストック額 日本の社会資本

（内閣府） 

次に、推計された需要曲線、供給曲線を用いてコ

ンテナ運賃及びコンテナ輸送量の再現（ファイナル

テスト）を試みた。図－２、図－３に北米太平洋岸

航路（輸入）市場の例を示す。これにより、運賃、

輸送量ともに概ね良好に再現されていることがわか

る。 
 

３．部分均衡モデルによる港湾整備効果の計測  
 

（１）過去の港湾整備効果に関する分析 

推計されたモデルを用いて、without を 1984

年以降港湾整備を行わなかった場合、with を

実績通り港湾整備が行われた場合として、日本

の港湾整備により発生した利用者便益を航路別

に計測すると図－４のようになる。1998 年を

見ると合計で年間約 1 兆 8,500 億円の便益が計

上されている。これは、1984 年から 1998 年ま

で港湾整備を行わなかったとすると、1998 年

の 1 年間で約 1 兆 8,500 億円の便益が喪失した

であろうことを意味する。  

 



表－２ パラメータの推定結果一覧  
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①北米太平洋岸輸入航路
【需要関数】 【供給関数】

項 パラメータ推定値 ｔ値 項 パラメータ推定値 ｔ値

定数項 -7.698 -0.908 定数項 12.885 2.113
ln（輸送量） -2.086 -2.306 ln（輸送量） 1.086 1.486
ln（運賃（－１）） -0.229 -0.401 ln（日本港湾ストック） -1.322 -1.593
ln（ＧＤＰ） 3.218 2.010 ln(運賃(-1)) 0.889 2.700
ｌｎ（実質為替レート） -0.357 -0.880 経済成長率 0.009 0.332
自由度修正済決定係数 プラザ合意ダミー -0.424 -3.192

自由度修正済決定係数

②北米太平洋岸輸出航路

【需要関数】 【供給関数】
項 パラメータ推定値 ｔ値 項 パラメータ推定値 ｔ値

定数項 15.592 1.866 定数項 7.730 1.713
ln（運賃） -1.581 -1.158 ln（輸送量） 0.004 0.010
ln（運賃（－１）） 0.164 0.165 ln（日本港湾ストック） -0.276 -1.334
ln（ＧＤＰ） 0.167 0.249 ln(運賃(-1)) 0.413 1.462
ｌｎ（実質為替レート） 0.086 0.183 経済成長率 0.018 1.204
自由度修正済決定係数 プラザ合意ダミー -0.081 -0.627

自由度修正済決定係数

③北米東岸輸入航路
【需要関数】 【供給関数】

項 パラメータ推定値 ｔ値 項 パラメータ推定値 ｔ値

定数項 0.330 0.049 定数項 12.684 2.553
ln(運賃) -0.226 -1.133 ln（輸送量） 0.769 1.811
ln(GDP） 0.525 0.969 ln（日本港湾ストック） -0.995 -3.117
ln(輸送量(-1)) 0.434 1.795 ln(運賃(-1)) 0.774 3.281
ln（実質為替レート） -0.042 -0.178 経済成長率
自由度修正済決定係数 プラザ合意ダミー -0.245 -2.444

自由度修正済決定係数

④北米東岸輸出航路
【需要関数】 【供給関数】

項 パラメータ推定値 ｔ値 項 パラメータ推定値 ｔ値

定数項 0.594 0.098 定数項 16.560 2.436
ln(運賃) -0.143 -0.373 ln（輸送量） 0.973 1.695
ln(GDP） 0.779 2.013 ln（日本港湾ストック） -0.935 -2.249
ln(輸送量(-1)) ln(運賃(-1)) 0.130 0.403
ln（実質為替レート） 0.526 1.651 経済成長率
自由度修正済決定係数 プラザ合意ダミー -0.178 -2.426

自由度修正済決定係数

⑤欧州輸入航路
【需要関数】 【供給関数】

項 パラメータ推定値 ｔ値 項 パラメータ推定値 ｔ値

定数項 -9.627 -1.552 定数項 6.386 0.756
ln(運賃) -0.005 -0.034 ln（輸送量） 0.009 0.021
ln(GDP） 1.105 2.154 ln（日本港湾ストック） -0.242 -0.325
ln(輸送量(-1)) 0.607 3.371 ln(運賃(-1)) 0.747 5.806
ln（実質為替レート） -0.277 -1.509 経済成長率 0.035 2.408
自由度修正済決定係数 プラザ合意ダミー -0.159 -3.922

自由度修正済決定係数

⑥欧州輸出航路
【需要関数】 【供給関数】

項 パラメータ推定値 ｔ値 項 パラメータ推定値 ｔ値

定数項 -2.114 -0.883 定数項 5.084 0.251
ln(運賃) -0.100 -1.362 ln（輸送量） 0.063 0.048
ln(GDP） 0.564 0.878 ln（日本港湾ストック） -0.273 -0.147
ln(輸送量(-1)) 0.744 2.668 ln(運賃(-1)) 0.796 3.707
ln（実質為替レート） 0.127 0.617 経済成長率 0.018 0.987
自由度修正済決定係数 プラザ合意ダミー

自由度修正済決定係数
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図－４ 航路別の利用者便益（1990年価格） 

   

表－３ 港湾整備に関する将来シナリオ  
シナリオ 概要 

シナリオ 1 
 

2004 年以降も 2003 年度と同額の港湾
投資が行われるシナリオ  

シナリオ 2 
 

港湾投資が 2004 年以降 3％ずつ減少し
ていくシナリオ  

 
（２）将来の港湾整備に関するシナリオ分析 

さらに、推計されたモデルを用いて、2004年以

降の港湾整備シナリオについて表－３にあるように

２つのシナリオを想定し、将来のコンテナ運賃の動

向等について分析を行った。その結果、仮にシナリ

オ１をwith、シナリオ２をwithoutとした場合、便益

の50年間累計（2004年現在価値）は約1兆5,000億円

となり、一方投資額の差は約1兆1,000億円となる。

すなわち長期コンテナ航路に限定しても、港湾投資

の削減額を上回る便益の損失が発生することが示唆

される。 
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図－２ 運賃系列の再現性（北米太平洋岸輸出） 
 

 
 ４．国際SCGEモデルによる帰着分析 

図－３ 輸送量系列の再現性（北米太平洋岸輸出） 
 

 
（１）国際SCGEモデルの構造 

仮にプロジェクトライフを 50 年、割引率を 4%
とすると、累計総便益は約 41 兆円となる。一方、
この間の港湾ストック額の増分は約 15 兆円である
から、長期コンテナ航路に限定して考えたとしても、

投資額の約 2.7 倍の便益が発生したこととなり、こ
の期間の投資が一定の効率性をもっていたことが伺

える。 

 本研究で構築した国際SCGEモデルの概要を図－

５に示す。本モデルは静学モデルであり、モデル構

築においては日本、米国、欧州、アジアの４地域か

らなる世界を考え、地域間の労働・資本の移動はな

く、社会は長期均衡状態にあると仮定している。な

お、基準均衡データとして「1990年 日・米・Ｅ

Ｕ・アジア多国間国際産業連関表」を適用した。 



表－４ 利用者便益の帰着分解（便益帰着構成表） 

単位：億円／年

その他

世帯 企業 合計 世帯 企業 合計 世帯 企業 合計 世帯 企業 合計 海運企業

料金収入変化 0 0 0 0 -17906

利用者便益 3071 7581 10652 2866 1448 4314 2596 1847 4443 0 0 0

財・サービスの価格変化 7526 -7847 -320 8522 -8233 288 5632 -5534 97 2606 -2670 -65

賃金変化 134 -134 0 -4523 4553 30 -2297 2313 17 -1588 1604 16

資本配当変化 0 0 0 -2234 2249 15 -1326 1335 10 -1069 1080 11

貨物運輸企業の投入額変化 0 0 0 0 17906

合計 10731 -399 10331 4631 16 4647 4605 -39 4566 -52 13 -38 0

世帯 企業 海運企業 合計

料金収入変化 -17906 -17906

利用者便益 8533 10875 19409

財・サービスの価格変化 24285 -24285 0

賃金変化 -8274 8336 62

資本配当変化 -4629 4665 35

貨物運輸企業の投入額変化 17906 17906

合計 19915 -409 0 19506

合計

アジア日本 米国 欧州

 

注１）ハッチ部は理論的には0となるセルであるが、誤差のために完全に0となっていないセルである。 

注２）日本の資本価格をニュメレールとしている。 
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図－５ 国際SCGEモデルの概略 

 

 

（２）利用者便益の帰着分解 

 前章で得られた1984～1998年の日本の港湾整備に

よる利用者便益を日本－米国・日本－欧州間の輸送

マージンの低下分と見なし、国際SCGEモデルに入

力することにより、利用者便益の帰着分解を行った

結果（便益帰着構成表）を表－４に示す。 

この表より、波及効果も含めた便益（所得の増

加による需要関数のシフトも考慮した便益）は年間

約1兆9,500億円となり、部分均衡モデルにより計測

された利用者便益（年間約1兆8,500億円）より約

5%大きいことがわかる。また、日本に年間約1兆円

の便益が帰着し、米国、欧州それぞれに年間約4,60

0億円の便益が帰着したことがわかる。したがって、

総便益のうち約50%は日本に帰着している。 

また、日本の賃金および資本価格は他地域と比

べ相対的に高くなっており、日本の港湾整備が国内

の労働・資本の効率性を高めてきたことがわかる。 
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